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本稿の目的は、京都市と京都府の授産内職事業を事例としながら、高度成長期に授産事業が
どのような変遷を辿ることになったのかということと、内職友の会(内職補導事業や内職あっ
せん事業)の実態と歴史的経緯について明らかにすることである。
そこで、高度成長期に授産事業がどのような変遷を辿ることになったのかについて研究した
先行研究としては、高野岡IJ (2005) がある。そこでは、以下の四点が明らかとなっている。ま
ず第一に、終戦直後の日本は戦災による生活困窮者や、外地からの引揚者によって失業が深刻
な問題となっていたため、授産事業による生業の指導や斡旋を生活困窮者等に対して行ったと
いうことである。第二に、終戦直後の授産事業は広範囲にわたって実施され施設数は急増した
が、高度成長期を通じて授産施設は減少し続けることになったということである。ただし一方
で、高度成長期を通じて心身障害者のための授産施設は増加している。このことは、高度成長
期に授産事業が、心身障害者を中心に雇用労働者として就職が困難な人々への就労対策になり
つつあったことを示している。第三に、家庭の主婦が家計補助として従事する家内労働と授産
事業として施設内で行われる仕事には、類似性も見られるが同ーには捉えることのできない異
質性があることも明らかとなった。作業種目では、「ミシン縫製」の他に「包装・袋貼り」とい
った簡易作業もあり、両者に類似性が見られた。しかしながら、家内労働者数が高度成長期に
急増したのに対して、授産事業の従事者数は高度成長期に激減することになった。しかも、家
計補助として従事する家内労働が高度成長期に主に夫が会社勤めをしている世帯の主婦によっ
て担われていたのに対して、授産事業として施設内で行われる仕事は主に心身障害者や高齢者
によって担われていた。第四に、一方で内職指導事業を見てみると、作業種目や担い手という
点では、家庭の主婦が家計補助として従事する家内労働とあまり違いはなかった。
しかしながら、高度成長期に授産事業がどのような変遷を辿ることになったのかということ
と、内職友の会(内職補導事業や内職あっせん事業)の実態や歴史的経緯については、まだま
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だ十分に明らかとなっていない部分が多い。そこで本稿では、京都市と京都府の授産内職事業
を事例としながら、高度成長期に授産事業がどのような変遷を辿ることになったのかというこ
とと、内職友の会(内職補導事業や内職あっせん事業)の実態と歴史的経緯について明らかに
することにしたい。本稿で、京都を事例とする理由には、いくつかの点が考えられる。それは、
まず第一に、実態調査報告書など利用できる資料が少なくないということをあげることができ
る。但し、京都市の授産事業については資料が不足しているが、それでも京都府については多
くの資料を利用することができる状態にある。第二に、内職友の会の実態と歴史的経緯につい
て明らかにしておく必要がある。京都内職友の会については、既に神尾京子 (2007) で諸外国
に向けて部分的に概要が紹介されているが、その実態や歴史的経緯については統計資料や実態
調査報告書などを用いて研究されないままになっている。第三に、大阪と京都の事例を比較検
討することで、より高度成長期の授産内職事業の実態と変容について明らかになると思われる。
具体的には、まず京都市の授産内職事業について考察し、次に京都府の授産内職事業について
検討することにしたい。その上で最後に、本稿の要点について述べることにしたい。
E 京都市の授産内職事業
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(1) 授産事業
京都市社会課編(1933) によると、京都市における授産事業は、第一次大戦後の物価の
高騰で生活難に陥っている者に対して、 1919年 6 月に京都市職業紹介所を開設したのに伴
い裁縫などの仕事を紹介するようになったのが、その始まりである。当初は裁縫などの仕
事の紹介に重点を置いていたが、次第に技術講習会を頻繁に行うようになり、 1924年 9 月
には副業ミシン裁縫講習所を開設するようになっている。当時の授産事業は、失業者に技
術を習得させて就職を有利にしようという目的であったため、どちらかと言えば職業補導
事業に近い性格を有していた。しかしながら、不況で失業者が増加してきたため、失業者
の生計を補助することで失業を救済する必要が生じてくるようになった。そこで、 1926年
4 月に京都市中央授産場として失業者に授産場内で仕事をさせて、工賃収入で生計の補助
を行うようになった。京都市中央授産場では、洋裁と和裁の仕事に従事させていたが、収
容人員がそれぞれ36人と 25人であったため、同年 8 月に新たに養正分場(収容定員 5 人)
を開設して洋裁の仕事に従事させることになった。それでも収容定員が少なかったため、
1928年 4 月にも三条分場(収容定員10人)を開設して洋裁の仕事に従事させるようになっ
た。このように、失業者に授産場内で仕事をさせて生計の補助を行うようになったのには、
単に金品を支給するだけでは財政的に多大な経費が必要だ、ったということや、惰民を醸成
し社会に害毒を及ぼす畏れがあると考えられたため、日本古来からの勤労精神を保ちつつ
失業者を救済する方法として授産事業が重要視されるようになったからである。授産場に
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入所するには、「①年齢満16年以上の者、②伝染性又は嫌忌すべき疾患なき者、③志操堅
実なる者J (1)であれば、男女の制限がなかったが、 1931年 6 月からは生活困難な女性だけ
に限定するようになっている (2)。また、授産場で扱う仕事は、不熟練者でも機械設備を必
要とせず、容易に生計補助を行えるように、「①製作品の販路広く、永続性を有する事、
②技術の簡易にして趣味あるもの、③材料費を要せざる事、④可及的機械器具を要せざる
事、⑤材料運搬保管に便利なるもの、⑥非衛生的ならざるものJ (3) としている。このため、
低工賃の仕事が多くなりがちであり、出来高払いのため工賃収入は少なかったようである。
その後の戦時期・戦後期の京都市における授産事業の実態については、資料が十分でな
いため定かではないが、京都市総務局統計課編(1950) によると、 1950年 5 月末の時点で
京都市が開設していた授産施設は、京都市中央授産場、九条分場、東山分場、東福寺分場
の 4 ヵ所となっている。授産施設での作業実態について見てみると、授産場内の作業員は、
「洋裁J が93人、「和裁j が 5 人、「手工」が27人の合計125人となっている。そのうち男
性は 6 人であり、 6 人とも「洋裁」をしている。授産場別では、「中央」が76人、「九条j
が44人、「東山J が 0 人、「東福寺j が 5 人となっている。また、場外授産も実施されてお
り、「中央」が249人、「九条j が29人、「東山J が 18人、「東福寺」が91人の合計387人とな
っている。そのうち男性は10人であり、 3 人が「中央」で残りの 7 人が「東山J となって
いる。さらに、場内授産の作業員と場外授産の従事者の合計512人のうち、大半が20歳か
ら 50歳までの女性で、「既婚j は180人、「未婚」は80人、「別居」は21人、「死別」は231人
となっている。「死別」が最も多いことが分かる。授産事業の仕事をしている理由につい
ても見ておくと、「生計維持j が297人、「家計補助J が206人、「技術習得J が 9 人となっ
ている。このことから、 20歳から 50歳までの未亡人が生計維持を目的に授産事業の仕事に
従事している場合が多かったということが分かる。
しかしながら、その後、京都市の財政状況が悪化してきたことなどから、 1964年10月に
場内授産を廃止することを決定し、京都市中央授産場は廃止となっている。この背景には、
高度成長により授産場内の作業員のうち生活保護の被保護者が少なくなってきたことな
ども大いに関係している。例えば、廃止となる直前の1964年 4 月 1 日時点では、授産場内
の作業員は144人いたが、そのうち生活保護の被保護者は 5 人しかいない状況になってい
た同)。
(1)京都市社会課編(1933) の 4 頁。
(副作業員は20歳前後の未婚者が多かった。また、当時は授産場内での収容授産しかなく、授産場外での自
宅授産はなかった。
(3)京都市社会課編(1933) の 6 頁。
ω西村都通他 (1968) の32頁。
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(2) 内職補導事業
内職友の会とは、もともと地域授産事業団体のことであり、 1953年 8 月に京都市中央授
産場が場外授産を地域授産事業として実施したのが、その始まりである (5)。その後、 1956
年 8 月には、京都市地域授産事業助成規則を制定し、内職友の会に補助金や貸付金の支給
をしている (6)。この年に、補助金を受けた内職友の会は12団体となっている。 1960年 4 月
には、地域授産事業を九条分場に移管することになったが、 1963年 11月に京都市中央授産
場へ再び移管している。先述の通り、 1964年 10月には場内授産の廃止が決定され、京都市
中央授産場は廃止となる。そこで、地域授産事業として実施してきた場外授産を内職補導
事業と改めて、新たに京都市内職補導センターを発足している。
京都市民生局・京都市中央授産場編(1958) によると、 1957年度に京都市から補助金を
受けた内職友の会は、 20団体となっている。そのうち、 1957年 4 月から 12月までの延べ人
数で実働会員数は、 1 万6129人となっている。実働会員を属性別に見てみると、「被保護
者J が876人、「母子世帯」が1762人、「身体障害者」が216人、 f老人」が590人、「その他」
が 1 万 1905人となっている。「その他」が圧倒的に多いことが分かる。技能別に見ると、「和
裁」が2880人、「洋裁」が984人、「あみもの」が2955人、「紙工」が 1898人、「その他」が
7164人となっている。「和裁」や「あみもの」など技術を必要とする仕事が多いが、一方
で「紙工」や「その他」など衝易な作業も多いことが分かる。ここで、京都市民生局・京
都市中央授産場編(1958) が、 1957年 12月に内職友の会の会員2600人を対象に調査票を配
布して実施した調査(回収数732人)を参照して見ると、会員の世帯主の職業では、「会社
員」が24%、「公務員」が 12.6% となっている。性別や年齢では、「女性」が99%であり、
125歳 ~44歳」が55% となっている。世帯主との続柄では、「世帯主本人J が 10%、「世帯
主の妻」が70% となっている。 25歳 ~44歳で世帯主が勤め人の既婚女性が多かったという
ことが分かる。
表 1 京都市の内職補導事業
(人)
~ 友内の会職数 実会員働数 実圃 会昌数の内訳属性別 技能別|被保護者母子家庭身体障害者老 人 その也和 裁ミシン 毛糸編物手 芸のり付け その他
1965 22 16.491 118 682 158 1. 475 14.058 4.391 2.231 1. 227 4.304 797 3.541 
1966 
1967 手E 22 13.794 70 398 143 1. 714 11. 469 4.982 1. 368 198 4.377 293 2.576 
1968 22 12.962 82 293 119 1. 931 10.537 5.135 1. 444 104 3.283 236 2.760 
1969 20 11. 842 81 158 85 2.090 9.428 4.971 1. 484 54 2.342 237 2.754 
1970 201 11. 405 60 177 65 2.018 9.085 5.022 1. 403 1. 967 353 2.660 
1971 20 11. 120 40 235 51 2.054 8.740 4.893 1. 287 2.118 417 2.405 
1972年度 19 10.902 45 194 47 2.054 8.562 4.915 1. 042 2.342 388 2.215 
1973年度 19 11. 007 39 224 78 2.123 8.543 4.786 1. 054 2.440 550 2.177 
1974年度 19 10.743 31 220 82 1. 963 8.447 4.769 1. 155 1. 954 901 1. 964 
1975年麿 18 9.731 47 147 44 1. 805 7.688 4.531 1. 017 2.035 658 1. 490 
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注注出
(日京都では、 1950年頃から低所得者の防貧対策として、家庭でできる賃仕事などの世帯更正運動が取り組
まれるようになっていたが、 1952年 8 月には、第 7 回全国民生・児童委員大会で「世帯更正運動実践申
合決議」が採択されている。
(6)1955年 7 月には、数カ所の内職友の会が集まって、京都内職連合会を結成している。
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また、表 1 は、京都市の内職補導事業の推移について表わしている。まず内職友の会の
設立数について見てみると、 1965年度に22団体であったが、 1975年度には18団体へと減少
している。実働会員数を見てみると、同じく 1965年度に 1 万6491人いたが、 1975年度には
9731人へと減少している。内職補導事業の実績は減少傾向にあったことが分かる。おそら
く、内職友の会では会費や手数料が取られるため、技術を覚えると退会して個人で仕事を
する場合が多かったためではないかと思われる。次に、内職友の会で仕事をしていた人た
ちはどのような人たちであったのかについて属性別に見てみると、大半が一般低額所得者
などの「その他」であることが分かる。全体的に減少しているが、「老人」だけが少し増
加している。「被保護者」や「母子家庭」や「身体障害者」はあまりいないことが分かる。
また、実働会員を技能別に見てみると、「和裁」が最も多いことが分かる。表 2 で、内職
作業種目の工賃単価を見てみると、「和裁」では「打かけj や「掛下J が単価で4500円か
ら 7000円もするのに対して、「のり付・その他j では 1 円未満の単価のものがある。「和裁」
の単価が高かったのに対して、 fのり付・その他」は単価が非常に安かったということが
分かる。「ミシン・手芸」では単価が 10円以上100円未満のものが多いが、中には「カシミ
ヤショール」や「モチーフ茶羽織」のように単価が数千円するものも含まれている。内職
友の会では技術を身に付けさせるために技術講習会を開催していたが、表 3 で技術講習会
の開催数について見てみると、 1965年度に268回だったのが、 1975年度には947回へと開催
数が急増している。参加人数についても 1965年度には3413人であったが、 1975年度には
7048人となっている。そのうち大多数が「和裁」となっており、内職友の会では「労働力
の安売りはしないj という考えが強く、特に「和裁j の技術指導を重点的に行っていたこ
とが分かる。
表 2 内職作業種目・工賃単価
(円)
和裁 ミシン・手芸 のり付・その他
品名 単価 晶名 単価 品名 単価
干T方通け 4.500-7 , 000 縫ぐるみ 70-80 スイッチ 0.25-1.25 
掛下 4, 500-7 , 000 ー蓋金蓋青主萱前苗星茎帯袋隼萱帯 14-25 フベノレ紐付 0.70-1 留袖 3, 000-5 , 000 150 ナフタリン箱詰 150 中振 2, 200-6 , 000 90-75 式章 29-30 
訪問着 2.200-4.300 0.65 お守 1. 20-8 
-一袷2五き1ムもLーの 2, 200-3 , 500 念珠袋 30 箱 0.25 1. 600 人形ふとん 34 帯〆 45 
2, 000-3, 0_00 掛ふとん 40 封筒中味入 1-4 
絞り 11 7, 000 ウワッノミリ 250 免許証入 3 
袷アンサンプノレ 700-5.800 袋縫 10-60 ワンピ ススリップまとめ 9-60 
はおり 1, 600-3 , 500 ワッベン 4.30-5 王色垂 ( 5 組) 350 
袷コト 2.500-3.500 お守袋 4-5.50 パフソノレ糸抜 15-100 
雨 11 2, 300 カシミヤショ ル 2, 500-3, 500 レス補修 2 
袷じばん 600-2.300 ♂ミノレPくット 11 900-2.300 レス抜 0.30-0.35 
単 11 150-2.000 カデガンふち編 50-170 のれん 40 
帯 11 100-450 カ デガン衿付 90 傘リボン通し 90-180 
はんてん 300-400 モチ フ茶羽織 8, 70Q-l!, 700 伊達〆 4.50-5.50 
産着 2.500 11 コト 3.500 筆耕 1. 50 
四ツ身(袷) 400-1. 500 パフソノレリボンクロス 90-180 裏地文庫付 8-15 
仮縫 100-230 スモックかがり 75 じばんたたみ 5-45 
エバ 100-250 ジャケット地(機械編) 800-1. 000 レス糸抜( 1 反) 1, 200-6 , 000 
じばんまとめ 50-90 カデー(機械編) 仕上げなし ハガキ広告折 0.40-0.50 260-350 
ゆかた 150 人形 2-85 ピズ玉通し 10 
出所 京都市内職補導センター編『事業概要昭和46年度~ 1972年、 10頁。
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表 3 技術講習会の開催数
~ 和裁 手芸 毛糸機械編 その他 メE弘3、量ロt回数参加人数 回数参加人数 回数参加人数 回数参加人数 回数参加人数
1965年度 123 1, 040 117 2, 123 28 250 268 3, 413 
1966年度 113 933 138 2, 044 14 61 265 5, 038 
1967年度 279 3, 087 150 1, 423 2 33 431 4, 543 
1968年度 415 4, 284 233 1, 298 54 204 702 5, 786 
1969年度 450 4, 584 280 1, 027 730 5, 611 
1970年度 529 5, 154 286 724 815 5, 878 
1971年度 548 4, 748 263 494 15 15 826 5, 257 
1972年度 576 7, 046 282 685 15 23 873 7, 754 
1973年度 695 6, 596 262 732 957 7, 328 
1974年度 679 7, 161 215 410 894 7, 571 
1975年度 702 6, 134 245 914 947 7, 048 
注 1 )人数は年間の延べ人数である。
注: 2) 回数は年間の延べ回数である。
注: 3) その他は、ミシン、紙工などである。
出所:京都市内職補導センター編 (1966~ 1976) より作成。
E 京都府の授産内職事業
(1) 歴史的経緯
終戦直後の日本は、戦災で生活に困窮している者や外地からの引揚者などにより、失業
が深刻な問題となっていた。さらには、経済安定九原則やドッジ・ラインなどの経済復興
に向けての政策が実施されたため、中小企業の倒産が相継ぎ失業者が急増することになっ
た。そこで、京都府民生労働部は生活困窮者に家庭でできる製造加工の賃仕事をあっせん
するため、 1949年 12月に京都府家庭内職斡旋所を、 6 カ所設置している (710 1956年 4 月に
は、家庭内職斡旋所を直営方式からグ、ループ(民間委託)方式へと転換し、内職友の会の
育成指導を実施するようになっている (81。
一方、生活困窮者に対して授産施設での生業の指導を実施するため、京都府民生労働部
は恩賜財団京都府同胞援護会の施設を買い取って、 1950年に京都府授産場を設置している。
この施設は、「身体上若しくは精神上の理由又は世帯の事情により就業能力の限られてい
る要保護者に対して、就労又は技能の修得のために必要な機会及び便宜を与えて、その自
立を助長することを目的J (9)に設置された生活保護授産施設であり、主に動力ミシンによ
る縫製作業などを行っていた。京都府授産場では作業員の定員は50名で、作業時聞は午前
9 時から午後 4 時45分(土曜日は正午)までとなっていた。また、工賃の支払い方法は、
(71京都市内に 5 カ所(五条・西陣・上京・東山・花園)、舞鶴市に 1 カ所となっている。
(剖農協婦人部や未亡人会や婦人会などが中心となって内職友の会を結成している。
(91生活保護法規研究会編 (2002) の54頁。
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各自の作業に応じて出来高払いであり、毎月 7 日と 22 日の 2 回払いとなっていた。このよ
うに京都府では、内職あっせん事業と授産事業の両方が別々の施設で実施されていたが、
1956年 7 月に京都府授産場と京都府家庭内職斡旋所を統合して、京都府授産内職補導所を
設置している刷。その後、 1969年には生活保護授産施設を廃止し、京都府内職指導所とな
っている。
表4 授産事業
(人)
~ 被保護者 その他 il弘、 圭ロt母子世帯身体障害者老 人その他 計 母子世帯 身体障害者 老人 その他 言十
1959年度 6 。 l 4 11 7 2 3 22 34 45 
1960年度 1 。 1 3 8 2 3 42 55 58 
1961年度 1 。 l 。 2 6 2 3 36 47 49 
1962年度 。 。 。 7 3 3 27 40 41 
1963年度 。 。 。 7 。 2 20 29 30 
1964年度 l 。 。 。 4 。 2 14 20 21 
1965年度 1 。 。 。 l 4 。 2 13 19 20 
1966年度 1 。 。 。 1 3 。 。 8 11 12 
1967年度 。 。 。 。 。 2 。 。 7 9 9 
注: 1) 人数は各年度の 3 月 31 日現在。
注: 2) 1969年 3 月に、授産事業は廃止となっている。
出所京都府立授産内職補導所編『事業報告書』各年度版、より作成。
ここで、授産施設の作業員数がどれくらいいたのかについて、表4 を見てみよう。表 4 によ
ると、 1959年度の作業員数は45人であったが、 1960年度の58人をピークに年々減少しており、
1967年度には 9 人となっている。そのうち、「被保護者」は1959年度に 11人であったが、 1962
年度以降は 1 人だけとなっている。中には、「母子世帯J や「身体障害者」や「老人」が数人い
たが、大半は一般低額所得者などの「その他」となっている。このように生活保護授産施設を
廃止するようになった背景には、高度成長期の労働力不足によって雇用労働に就職する機会が
増えたため授産施設の作業員が減少してきたこと、とりわけ「被保護者J がいなくなってしま
ったということがある。また、それ以外にも、「地方自治法の改正で京都市内の住民を対象に設
置する根拠が薄弱になり、また郡部のものを市内の授産所へ収容することはかえって通勤費の
負担の方が多いということ」凶や、行政の仕事として授産事業の実績を上げようとすればする
ほど、工賃が低い仕事ばかりを受注しなければならないという問題点があったということが考
えられる。このようなことから、授産施設の作業員や発注元の企業を近隣の内職友の会へ紹介
することで、授産事業は廃止され、内職あっせん事業に吸収されるようになったのである。
回1964年に、京都府立授産内職補導所と改称している。
凶西村書普通他(1968) の32頁。
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(2) 内職あっせん事業
それでは、内職あっせん事業はどうであったのだろうか。先述のように京都府では、 1956
年より内職友の会へ補助金を交付するという方法で、内職あっせん事業を実施している。
京都府から委託された内職友の会は、非営利で会員に対して家庭でできる製造加工の賃仕
事をあっせんしたり、技術の指導などを実施している。従って、内職友の会がある地域に
居住する者で、家庭でできる製造加工の賃仕事を希望するものは誰でも会員になることが
できる。入会を承認された者は、「あっせん手帳(おたのしみ手帳)j を交付され登録会員
となる。但し、 1 年間、全く利用しなかった場合は退会したとみなされるようになってい
る。内職友の会の認定基準は、「①全会員によって構成される総会において定めた規約に
より運営されていること、②要保護者、母子世帯の母、身体障害者、老人、その他一般低
額所得者に対して優先的に内職をあっ旋していること、③常時50人以上の会員に対し、内
職をあっ旋していること、④当該団体の運営費が、主として会員から徴収する内職あっ旋
手数料によっていること、⑤前項の内職あっ旋手数料の額は、内職工賃の 100分の 15以内
であること j 1mとなっている。ここでいう総会とは、会員の過半数以上の出席により毎年
1 回は開催されており、役員は 1 年ごとに総会で選出されることになっている。また、内
職友の会は、会員からの会費(月額50円)と手数料(15%以内)と府からの補助金で運営
されている。補助金についても郡部では原材料や製品の集配に自動車が必要なため、 1960
年度より自動車の購入に補助を与えるようになっている制。さらに、 1970年度からは、各
内職友の会の拠点、づくりとして内職センターを建設するため、建設費用も補助するように
なっている凶。
表 5 は、京都府の内職あっせん事業の推移について表わしている。まず、内職友の会の
設立数について見てみると、 1959年度に「京都市内」で15団体・「その他」で 9 団体であ
ったが、 1967年度には「京都市内」で23団体・「その他」で18団体と増加している。しか
しながら、 1969年度以降は減少し続けたため、 1975年度に「京都市内」で 9 団体・「その
他」で13団体となっている。もともと 1959年度の時は、「京都市内J の方が多かったが、
1969年度以降は「その他」の方が多くなっている。これは、高度成長期の半ば頃から「京
都市内」ではパートタイム労働の求人が増えたため、内職友の会の仕事をするよりもパー
トタイム労働者として働く人が増えたからであると思われる。逆に郡部ではパートタイム
労働の求人が少なかったことや、京都府北部では冬は雪で外出が困難になりがちなため、
家庭でできる製造加工の賃仕事の方が好まれたということが考えられる。特に郡部では11
回京都府立授産内職補導所編 (1966) の 1 頁。
側郡部では運搬に時間がかかるため、納期の早い仕事に対応できないという問題点があった。
(l~1971年度からは内職者対策事業補助金交付要綱により、府が内職友の会へ直接交付していた補助金を市
町村へ交付し、市町村の補助金を上乗せして、内職友の会へ交付するようになっている。
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月から 3 月までの農閑期に家庭でできる製造加工の賃仕事を希望する人が多くなる傾向
があったようである。次に、実働会員数について見てみると、会員数については人数の入
れかわりが激しいため正確な実数は分からないが、年聞の延べ人数で 3 万人近くの人が内
職友の会で仕事をしていたということが分かる。表 5 によると、 1966年度をピークに年々
減少しているが、これもパートタイム労働者として働く人が増えたことや、会費や手数料
の問題が関係していると思われる。また、内職友の会で仕事をしていた人たちはどのよう
な人たちであったのかについて属性別に見てみると、大半が一般低額所得者などの「その
他」であることが分かる。次に多いのが「老人J であるが、「被保護者」や「母子家庭J
や「身体障害者j はあまりいないことが分かる。さらに、実働会員数を技能別に見てみる
と、「手芸」や「和裁」が多く「ミシンj や「のり付け」が少ないことが分かる。例えば、
会員数が一番多かった綾部内職友の会では、最初は見布巻きや御守の「のり付けJ から始
まり、次第に振り袖や訪問着の和裁が出来るように技術の指導を行っていた回。京都府で
は繊維関係の仕事が多く、西陣や友禅や縮緬などが有名であるが、神社や仏閣も多いため
袈裟や械紗や御守などの仕事も多かったようである。表 6 で、 1 人あたりの月額の工賃収
入についても見てみると、「和裁」が一番高いことが分かる。内職友の会の中でも亀岡内
職友の会では最も工賃収入が高かったが、これは「和裁J の仕事が多かったためである回。
また、工賃は京都市内の方が高く、郡部では運搬費用が差引かれるため工賃が少し低い傾
向があったようである問。
ここで、内職友の会で仕事をしている会員の実態について詳細に調査したものとして、
京都府立授産内職補導所編(1968) を参照して見ることにしよう。これは、 1968年11月に
内職友の会の会員1777人を対象に調査票を配布して実施した調査であり、回収数は1199人
となっている。この r1968年調査」では、京都市以外の内職友の会の会員について調査し
ており、京都市内の内職友の会については調査していない。そのため、会員の世帯主の職
業について見てみると、「会社員j が28.4%、「公務員」が24.4%であるのに対し、「農業」
が28.0% となっている。京都市内を除外しているため、「農業j が多いということが分か
る。性別や年齢では、「女性」が99.8%であり、 r26歳 "'45歳J が50.8% となっている。世
帯主との続柄では、「世帯主本人」が6.0% しかいないのに対して、「世帯主の妻J が76.8%
となっている。また、内職友の会で仕事をしている理由として、「生計費を補うため」が
33.6%、「自分のこづかい」が24.7%、「外に働きに行けないから」が15.1% となっている。
これに、「教育費」の7.4% と「子供のおやつ代」の6.7%を考慮すると、家計補助が目的
であったことが分かる。次に、 1 日の就労時間と 1 カ月あたりの就労日数について見てみ
tt9秋閏久 (2006) を参照。
ttQ無署名 (1968) を参照。
白骨京都府内職指導所編(1971) の 4 頁を参照。
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ると、 1 日の就労時間では 5 時間、 1 カ月あたりの就労日数では í15 日 ""20 日 J が最も多
くなっている。このように、 25歳""45歳の既婚女性が家計補助を目的に家庭内でできる賃
仕事をしていたという点で、内職友の会の仕事をしている会員は、高度成長期の一般的な
家内労働者像とあまり変わりがないということができる回。但し、内職友の会の仕事に対
する不満として、「工賃が安い」や「仕事が途切れやすい」といった意見が多く、高度成
長期を通じて内職友の会の会員数は減少することになった。
表 5 京都府の内職あっせん事業
(人)
内職友の会数 実働会 実働会員数の内訳属性別 技能別¥ 京都市内 その他 員数 被保護者母子家庭身体瞳害者老人その他和裁 ミシン毛舟編物手芸のり付けその他
1959年度 15 91 5, 353 238 467 47 415 4, 186 1, 260 803 488 936 491 1, 375 
1960年度 14 111 5, 639 245 445 58 368 4, 523 1, 763 864 521 577 739 1, 175 
1961年度 15 131 5, 939 126 498 94 541 4, 680 2, 078 905 262 1, 282 547 865 
1962年度 15 111 4, 138 75 243 44 316 3, 460 1, 411 469 274 831 290 864 
1963年度 20 161 30, 255 705 1, 537 308 2, 943 24, 762 8, 788 2, 156 1, 860 10, 769 1, 640 5, 042 
1964年度 21 171 26, 996 517 1, 139 298 2, 849 22, 193 7, 629 1, 661 2, 091 8, 987 1, 010 5, 618 
1965年度 21 171 28, 819 438 1, 004 278 3, 445 23, 654 7, 412 1, 735 3, 185 10, 093 935 5, 459 
1966年度 21 171 33, 234 374 1, 038 325 4, 634 26, 863 8, 099 1, 499 6, 239 12, 101 819 4, 477 
1967年度 23 181 29, 580 352 893 378 4, 979 22 , 978 8, 020 1, 329 4, 508 11 , 491 666 3, 566 
1968年度 23 181 26 , 509 322 732 340 4, 699 20, 416 8, 221 1, 206 2, 235 10, 878 555 3, 414 
1969年度 9 151 25, 829 206 660 378 4, 919 19, 666 8, 480 1, 291 2, 100 9, 355 762 3, 841 
1970年度 9 15 
1971年度 9 15 
1972年度 9 141 25, 608 
1973年度 9 131 24, 874 166 594 325 6, 530 17 , 259 9, 155 893 489 7, 794 1, 212 5, 331 
1974年度 9 131 24, 387 158 463 324 6, 498 16, 944 9, 346 1, 355 331 6, 752 1, 446 5, 157 
1975年度 9 131 24, 469 265 461 292 7, 386 16, 065 9, 511 1, 424 670 6, 527 800 5, 537 
昔前十警暴露里議員全審議品。(告ふi絞扇爾露議官能江駒市会事自制:は不明。
表 6 1 人あたりの内職工賃収入(月額)
(円)-和 裁 ミシン 毛糸編物 手 . のり付け その他;z:;ζ 1963年度 4, 385 3, 355 1, 896 1, 830 1964年度 5, 236 4, 788 2, 549 1, 830 
1965年度 5, 794 5, 298 2, 655 2, 752 
1966年度 6, 538 5, 843 3, 049 2, 803 
1967年度 7, 542 5, 743 3, 083 3, 252 
1968年度 9, 061 7, 400 3, 690 3, 306 
1969年度 10, 648 8 , 322 5, 214 3, 355 
1970年度
1971年度
1972年度
1973年度 20 , 045 23 , 766 7, 938 5, 275 
1974年度 23 , 830 19 , 208 7, 901 5, 317 
1975年度 23 , 099 20 , 935 5, 139 6, 538 
出所:京都府立授産内職補導所編 (1960""1968) 
京都府内職指導所編 (1969 ， 1970 ・ 1974) より作成。
岡高度成長期の家内労働者の実態については、高野剛 (2004) を参照。
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2, 281 2, 753 
1, 916 2, 541 
2, 087 2, 645 
1, 925 3, 176 
3, 285 3, 532 
4, 197 4, 259 
3, 357 5, 102 
7, 568 7, 245 
10, 220 6, 900 
14, 225 7, 892 
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W 要約と含意
内職友の会のように家庭でできる製造加工の賃仕事をしている人たちが、地域ごとにグルー
プ化するようになった背景には、 1950年頃からの世帯更正運動がその始まりであるが、個々人
が事業所へ製品の受け渡しに行っていたら工賃収入よりも運搬費用の方が高くなるため、地域
ごとにグ、ループのリーダーが製品の受け渡しに行くことになったということもあげることがで
きる倒。また、この他にもグループ化するメリットをいくつかあげることができるであろう。
それは、①個人ではできない仕事が受注できるようになり、仕事を安定的に確保することがで
きること倒。②発注側の企業から、安い単価で買い叩かれる心配が少なくなること。③急な用
事で納期やノルマが守れなくても、仲間同士で助け合えること。④お五いに情報交換したり、
講習会を開催することで、スキルアップすることができるようになることなどがある倒。
本稿で明らかになったことは、以下の四点である。
第一に、終戦直後の京都市における授産事業の従事者には、未亡人が多かったということが
明らかになった。しかも、家計補助を目的とするのではなく、生計維持を目的に従事している
場合が多かったということが明らかになった。この頃はまだ、パートタイム労働というような働
き方は普及していなかったため、未亡人が生計を維持するためには授産事業のような働き方し
かなかったのではないかと思われる。
第二に、京都市も京都府も高度成長期に授産事業を廃止しているということである。これま
で高野剛 (2005) では、全国的な推移として授産事業は高度成長期に心身障害者のための就労
対策になったことが明らかになっている。しかしながら、京都市と京都府では授産事業の作業
員に生活保護の被保護者がいなくなったことや、財政難などの理由から廃止になったことが明
らかになった。
第三に、授産事業として施設内で行われる仕事は技術を必要としない簡単な作業が多かった
のに対して、内職友の会では「和裁j などの高度な技術を必要とする仕事が多かったというこ
とが明らかになった。この点について、高野剛 (2005) では、大阪市を事例に授産事業として
施設内で行われる仕事と内職指導事業として内職会で行われる仕事には、「ミシン縫製J の他に
「包装・袋貼り」といった簡易作業もあり、作業種目では両者に類似性が見られたことが明ら
かになっている。しかしながら、京都市と京都府の事例を見てみると、内職友の会では技術講
習会を頻繁に開催することで、「和裁」などの高度な技術を必要とする仕事が多かったというこ
とが明らかになった。
回京都府では、 1967年に賂川|革新府政の援助により京都内職友の会連合会を結成している。
倒規模の大きい内職友の会では50~60社、小さい所では 5~6社の業者と取引している。
自由社会情勢の勉強会を開催している場合もあったようである。
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第四に、内職友の会で仕事をしていた人には、被保護者や母子家庭の母や身体障害者は少な
く、世帯主が勤め人の既婚女性が多かったということが明らかになった。この点で、内職友の
会の会員が家庭でできる製造加工の賃仕事をしている場合と、家庭の主婦が家計補助を目的に
家内労働に従事している場合とあまり違いはなかったということが明らかになった。但し、京
都市以外の郡部では農業をしている場合が多く、農閑期にできる仕事として内職友の会の仕事
を希望する人が多かったようである。
なお本稿では、大阪と京都を比較検討することと、社会政策史における理論的な位置づけの
検討については、考察することができなかった。これらの点は今後の課題としておきたい。
(たかのつよし/奈良産業大学経済学部非常勤講師)
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